
 

 

破綻懸念先の水準との理事会の主張は「ウソ」 

中国学園教職員組合は、2022年度春期に学校法

人当局が一方的に一時金カットを打ち出し、就業

規則の変更を行ったことから、教員有志の中に労

組結成の動きが生じ、昨年8月に結成された。 

法人当局は過去10年間の赤字が累積し「世間で

は破綻懸念先に分類される水準」だと主張し、教

職員の昨夏の一時金カットを強行した。しかし高

木さんは、有価証券と現金預金の合計額が20億円

近くあり、対して長期借入金は1億円弱しかなく、

急に財政破綻するような財政状態ではないと断言

した。ただし、2022年度の入学者数がわずか9人

の国際教養学科は、深刻な現状にあり、部門別分

析を通して実態把握し、対策が必要とのことだ。 

3月21日、「岸田政権の新たな原発推進政策反

対！フクシマを忘れない！ 再稼働を許さない！

３.２１さようなら原発全国集会」が東京・代々

木公園で開催された。主催は「さようなら原発」

一千万署名市民の会で、4700人の仲間が全国から

集まった。鎌田慧さんからの主催者あいさつ、呼

びかけ人の落合恵子さんらのアピール等があり、

集会終了後は渋谷・原宿にむけたデモが行われた。

私大ユニオン・東私教等からの参加があった。 

国際教養学科の今後の在り方が問われる 

国際教養学科の学部長は、副学長兼任の杉山慎

策理事だ。大学再建への道の第一歩は、同学科の

在り方を巡る今後の検討結果にかかっている。 

3月18日（土）、岡山市内で、中国学園教職組による講座「中国学園の財務を考えるー中国学園の財政

の現状と課題―」が開催された。講師は、私大ユニオンの上部団体の日本私立学校教職員組合（日私教）で

監査委員を務める高木敏和さんだ。埼玉私教組の所属の高木さんは、『憲法から大学の現在を問う』（勁草

書房）の共著者で、財務分析のプロである。組合員・非組合員を問わず多数の参加者があった。 

３.２１さようなら原発全国集会が開催される 
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医科歯科大と東工大の統合 

都内に立地する指定国立大学法人の東京医科歯

科大学と東京工業大学が24年度中に1法人1大学方

式で統合することになった。新名称は東京科学大

学となる予定。 

 基本合意書には「国際的に卓越した教育研究拠

点として…未来を切り拓く」とあり、統合は「国

際卓越研究大学」認定をめざした動きである。こ

のほど両大学は東京科学大学として申請を行った

ことが明らかになった。国立大学法人法改正によ

って今後さらに進むと予想される国立大学統合に

先鞭をつける狙いがあるとも考えられる。 

国立大学の法人統合とガバナンス改革 

文科省は法人化10年を経ても国立大学の「ガバ

ナンス」が変わらないことに業を煮やし、第3期

中期目標期間以後は指定国立大学法人及び連携・

統合等、機能強化に注力する法人に運営交付金を

重点配分する方式に変えた。 

2020年4月、名古屋大学と岐阜大学が国立大学

法人東海国立大学機構を設立し、1法人複数大学

方式（アンブレラ方式）での統合にこぎ着けた。

奈良女子大学と奈良教育大学、小樽商科大学、帯

広畜産大学と北見工業大学がこれに続いた。 

東海国立大学機構の第4期中期目標には、「ガバ

ナンスと経営を強化し、両大学の持つリソースの

相互利用、国際的な教育研究環境の整備、教育の

共同実施、産業界や地域社会との対話と連携強化

による民間からの資金の充実…」とある。ここで

の「ガバナンスと経営の強化」とは、教学の権限

は学長、副学長、学部長、教授会等の機関にある

が、経営の権限は役員会、経営協議会、教育研究

評議会、監事等の機関にあることの再確認である

らしい。 

 ほかにも、四国5国立大学法人が大学等連携推

進法人の指定を受けた「一般社団法人四国地域大

学ネットワーク機構」を設立した。国立大学の

「統合」への動きは加速化している。 

 私立大学間の連携・統合 

 私立大学の連携・統合をめぐっては、2019年に

大学設置基準が改正され、学部単位での設置者変

更が可能になったことが大きい。Ａ大学のＸ学部

をＢ大学に移行させる場合、Ｂ大学の施設や教員

組織、カリキュラムをそのままＡ大学に移行させ

ることで、より少ない書類と短い期間での審査が

可能になった。実際、関西国際大学は、2019年6

月に神戸山手大学現代社会学部の設置者変更の申

請を行い、9か月後の2020年4月には現代社会学部

開設を実現した。 

 コンソーシアム、連合大学院、単位互換協定、

共同授業（オンライン含む）等は今や目新しくな

いが、連携は教学面に限られている。大手大学法

人が中学・高校法人を統合し、系列校化する動き

はかなり以前からあるが、大学法人同士の統合と

なるとハードルは高い。設立団体が同一宗派であ

るとか、設置学部が重ならない単科大学同士であ

るとか、定員未充足が続いている等の特別な事情

がある場合以外は容易ではないのか、私立大学で

は統合への動きはまだ鈍い。 

 18歳人口の減少が続くなかで 

 18歳人口は2033年には97万人になる（2015年は

120万人）。進学率の上昇や留学生・リカレント学

生の増加等を見込んだとしても、大学進学者数の

減少は避けられない。現在、185ある国公立大学、

約600ある私立大学、約280ある私立短期大学が10

年後もそのままの姿で存続していることは考えに

くい。 

 「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」

（2018年）は、「定員割れや赤字経営の大学の安

易な救済とならないよう配意しつつ、大学等の連

携・統合を円滑に進めることができる仕組み…検

討する」、「学校法人に対して、経営改善に向けた

指導の強化や経営困難な場合に撤退を含む早期の

適切な経営判断を促す指導を実施する」と述べ、

私立大学の連携・統合の円滑化に向けた方策の検

討を示唆しており、今般の私学法改正もその流れ

の中にあると見て間違いない。 

 大学改革を競わされ、疲弊した後にやって来る

のは、「連携・統合」の煽動なのかもしれない。 

「連携・統合」を煽られる時代の到来 
 ―大学改革の次に来るもの 

林 茂樹（中央執行委員） 


